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　平成18年10月の自殺対策基本法（平成18年法律第85号）の制定以降、年間3万人
を超えていた我が国の自殺者数は、平成22年以降、10年連続で減少し、令和元年には昭
和53年の統計開始以降、最少となる2万169人となりました。
　しかしながら、令和2年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響などで、自殺
の要因となり得る様々な問題が悪化したことなどから、11年ぶりに増加しました。特に、女
性や小中高生の自殺者数が増加しており、喫緊の対策が求められています。
　本市においても、平成26年3月に「相模原市自殺総合対策の推進のための行動計画」（以
下「行動計画」という。）を策定し、総合的な自殺対策に取り組み、着実に成果をあげてき
たところですが、全国同様、令和2年の自殺者数は、123人となり、令和元年に比べ49
人の増加となりました。また、令和3年は105人、令和4年は125人といまだ100人を超
える尊い命が失われており、決して楽観できる状況にはありません。
　このような中、国においては、これまでに実施してきた取組を踏まえつつ、「子ども・若
者の自殺対策の更なる推進・強化」や「女性に対する支援強化」、「総合的な自殺対策の更
なる推進・強化」など、コロナ禍の影響により顕在化した新たな課題への対策を盛り込ん
だ「自殺総合対策大綱」が令和4年10月に閣議決定され、今後5年間で取り組むべき方
向性が示されました。
　本市においても、こうした自殺対策に関する状況や動向を踏まえ、更なる取組の推進に
向け、行動計画の改定を行うものです。
　自殺総合対策は、市民の生きづらさを解消し、生きることの包括的な支援を推進するもの
であり、本市が取り組む「誰一人取り残さない」ＳＤＧｓの理念や目標と合致しています。　
　誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向け、引き続き、市民の皆様や地域、学校、
関係機関・団体と行政が一体となって、世界共通の目標である持続可能でより良い社会の
実現に向け、取り組んでいく必要があります。

１．計画の策定にあたって

１　計画の趣旨

自殺対策の本質である「生きることの包括的支援」とは、

誰もが安全で安心して住み続けられる地域づくりであり、

本市が目指す「誰一人取り残さない」まちづくりそのものです。

自殺対策の本質である「生きることの包括的支援」とは、

誰もが安全で安心して住み続けられる地域づくりであり、

本市が目指す「誰一人取り残さない」まちづくりそのものです。
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相模原市

市保健医療計画

市障害福祉計画

市地域福祉計画

第３次相模原市

自殺総合対策の

推進のための

行動計画他

かながわ自殺対策計画

自殺総合対策大綱
（令和４年10月）

自殺対策基本法
（平成18年10月）

市自殺対策基本条例
（平成25年4月）

整合

勘案

根拠

　この行動計画は、自殺対策基本法第13条第2項及び相模原市自殺対策基本条例（平成
25年相模原市条例第25号。以下「市条例」という。）第9条に基づく計画とし、国の自
殺総合対策大綱及び県のかながわ自殺対策計画の趣旨を踏まえつつ、相模原市総合計画や
相模原市保健医療計画などと整合性を図り、策定するものとします。
　「自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが、防ぐことができる社会的問題」
という基本認識のもと、今後も市民の皆様や地域、学校、関係機関・団体と行政が一丸と
なって取り組んでいきます。

２　計画の位置づけ

　この行動計画の期間は、令和6年度から令和10年度までの5年間とします。
３　計画の期間

　行動計画の着実な推進のため、相模原市自殺対策協議会がPDCAサイクルを通じて、行
動計画の進行管理を行うとともに、同協議会を中心に関係機関・団体が連携して自殺総合
対策を推進していきます。

４　計画の推進体制・進行管理

計画の位置づけ概念図

行動計画の推進体制

未来へつなぐ　さがみはらプラン
（相模原市総合計画）

相模原市自殺対策協議会

市　民

連　携

医療関係 保健 ・ 福祉関係

教育関係

地　　域

民間団体等

法律関係

労働 ・ 経済関係

警察 ・ 報道関係

行　　政
（地域自殺対策推進センター）

情
報

提
供

相模原市自殺総合対策に係る庁内会議
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直近５年間の平均全国神奈川県相模原市

自殺者数 直近５年間の平均

R４R３R２R１H30H29H28H27H26H25H24H23H22

R４R３R２R１H30H29H28H27H26H25H24H23H22

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

140人

160人

180人

２．現状と課題等

　本市の自殺者数を政令指定都市に移行した平成22年以降で見ると、各年の増減はある
ものの、市民、地域などと一丸となって取り組んできた結果、自殺者数は減少傾向となって
いますが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大などの影響もあり、令和2年以降は、
100人を超える尊い命が失われており、非常事態は続いています。

１　統計結果から見る本市の自殺の現状

（１） 自殺者数と自殺死亡率について

①自殺者数

　人口10万人当たりの自殺者数を表す自殺死亡率は、自殺者数が最も減少した令和元年
は10.2となりましたが、コロナ禍の影響などで令和4年は17.2となっています。

②自殺死亡率

本市の自殺者数の推移

本市の自殺死亡率の推移

← 第1次行動計画期間 → ← 第2次行動計画期間 →
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　平成22年以降の自殺者数を男女別に見ると、おおむね男性7割、女性3割となっており、
この比率は、全国と比べても大きな差異はみられません。コロナ禍前（令和元年まで）と以
降（令和2年以降）で比較すると、女性の割合が2.8ポイント上昇しています。

（２） 自殺者の類型別の特徴

①男女別

　平成22年以降の自殺者数を年代別で見ると、40歳代を中心に山型になっています。コ
ロナ禍前（令和元年まで）と以降（令和2年以降）で比較すると、コロナ禍以降は、若年
層（10歳代、20歳代）、50歳代、70歳代で割合が高くなっています。

②年代別

　平成22年以降の自殺者の有職率を見ると、おおむね3割から4割となっており、コロナ
禍前（令和元年まで）と以降（令和2年以降）で比較すると、コロナ禍以降の方が約4ポ
イント高くなっています。

③職業別

本市の自殺者数と全国自殺者数の男女比率の推移

本市の自殺者の推移 （年代別 ： 比率）

本市の自殺者の有職率
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その他学校問題男女問題
（交際問題）

勤務問題経済 ・ 生活
問題

健康問題家庭問題

平成22年以降平均 R２以降R１以前
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　平成22年以降の自殺者のうち、自殺の原因・動機が判明した人の原因・動機について
見ると、「健康問題」が最も多く、次いで「経済・生活問題」「家庭問題」と続いています。
コロナ禍前（令和元年まで）と以降（令和2年以降）で比較すると、コロナ禍以降は、「健
康問題」「家庭問題」の割合が高くなっています。

④原因 ・ 動機別

本市の自殺者の原因 ・ 動機の状況 （不詳を除く）

　平成22年以降の自殺者数のうち、自殺未遂歴のあった人は22.3％で、約4.5人に1人
の割合で自殺未遂歴がありました。男女別に見ると、男性は17.4％（約5.7人に1人）、
女性は32.3％（約3.1人に1人）となっており、女性の自殺未遂歴が高くなっています。

⑤自殺未遂歴の有無

本市自殺者の自殺未遂歴 （平成22年以降平均）

不詳
16.8％

全体 男性 女性

未遂歴あり
22.3％

未遂歴なし
61.0％

不詳
19.2％

未遂歴あり

17.4％

未遂歴なし
63.4％

不詳
11.9％

未遂歴あり
32.3％

未遂歴なし
55.8％
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％

鉄道や高層ビルなどの安全対策（柵やガードの設置）

ゲートキーパーの養成

精神科医等の専門医への受診のしやすい環境づくり

経済的な支援（金融政策など）

職場でのこころの健康づくりの推進

駆け込みができるシェルターの設置

地域での「こころの健康相談」など、気軽に相談できる場所の充実

時間や曜日、相談方法などがさまざまな
人にとって利用しやすい窓口の整備

勤労に関する支援（就労支援、リストラ問題、過重労働など）

学校での「いのちの教育」の充実

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

その他

学校問題

男女問題

勤務問題

経済・生活問題

健康問題

家庭問題

0 50％ 100％

自殺は恥ずかしいことである

自殺は自分にあまり関係がない

自殺は本人の弱さからおこる

多くの自殺は防ぐことができる

自殺を口にする人は、実際には自殺はしない

自殺せずに生きていれば良いことがある

多くの自殺者は様々な問題から精神的に追いつめられ、自殺以外
の解決方法を思いつかない状態にある

多くの自殺者は１つの原因だけでなく、様々な問題を抱えている

自殺する人はよほど辛いことがあったのだと思う

自殺しようとする人は何らかのサインを発している

責任を取って自殺することは仕方がない

家族を道連れに自殺するのは仕方がない

自殺は本人が選んだことだから仕方がない

自殺は最終的に本人の判断に任せるべき

自殺しようとしている人を周囲の人が止めることはできない

　市民の多くは、日常生活で何らかの悩み・ストレスなどを抱えており、その内容は健康問
題や家庭、勤務問題など多岐にわたっています。また、必要とする支援もライフステージで
異なり、具体的な支援や身近な相談体制を必要としており、引き続き、社会的要因を踏ま
えた総合的な取組の推進が必要です。

２　アンケート調査結果から見る本市の主な現状・課題

（１） 体制整備に関して

　市民の自殺に対する正しい理解や自殺対策の必要性は、ある程度浸透してきおり、これまで
の取組を確固たるものにするためにも、引き続き効果的な啓発に努める必要があります。

（２） 普及啓発に関して

自殺減少のために重要だと思うこと （上位10位）この１か月間の悩みやストレスなどの有無

その原因

自殺に関する認識

33.2

20.7

17.0

40.8

40.8

19.3

39.6

3.8

3.3

9.0

16.0

14.3

13.8

13.7

13.2

9.4

6.9

無回答1.6％まったく
なかった
7.9％

あまり
なかった
24.9％

多少あった
42.1％

大いにあった
23.6％ 何らかのストレス

などがあった人は

65.7％

（回答者数＝1,336）

（回答者数＝1,336）

（回答者数＝1,336）

（回答者数＝877）

思わない （計）

思う （計）

18.9

19.0

18.6

1.7

5.4

70.0

81.2

76.1

82.2

68.4

31.8

53.4

23.0

35.5

15.0

58.8

60.4

63.5

86.2

78.3

5.6

6.3

4.9

4.1

10.4

31.8

14.3

53.5

38.9

52.5
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その他

他の人が声をかけてくれるだろうから

自分でどうにかするだろうから

恥ずかしいから

話しかけるのが怖いから

何か言われたら嫌だから

知らない人だから

勇気がないから

どのように声をかければよいかわからないから

トラブルに巻き込まれるのが嫌だから

その他

相談することは恥ずかしいから

相談することで相手との関係が悪化する
（引かれる）から

相談した相手がどのような反応をするか
わからない（怖い）から

相談できるところを知らなかったから

相談することを思いつかなかったから

相談するための余裕（精神的、時間的、
金銭的）がなかったから

相談することで周りに心配をかけたく
ないから

他人に相談するないようなことではない
から

無回答
1.3％

相談した
ことがある
27.4％ 相談した

ことはない
71.4％

0％ 20％ 40％ 60％

0％ 20％ 40％ 60％

　ゲートキーパーとしての意識醸成は比較的進んでいますが、困っている人を見かけた時に、
自信を持って声をかけることができないという意見も多く、こういった方々が自信をもって声
をかけられるための研修等が必要です。

（３） 人材育成に関して

　自殺を考えた時、中々相談しない、相談できない傾向があることから、早め早めに相談
できる体制の構築、充実とともに、傾聴してもらうだけで気持ちが楽になる、相談は周りに
迷惑をかけるものではないというような当事者の意識改革につながる取組も検討していく必
要があります。

（４） 当事者支援に関して

困っている人を見かけた時に

声をかけようと思う割合

声をかけようと思わない理由

自殺を考えた時に相談した経験の有無 自殺を考えた時に相談しようと思わなかった理由

はい
73.4％

（回答者数＝1,336）

（回答者数＝318）

（回答者数＝324）

いいえ
24.3％

無回答
2.3％

46.9

36.7

30.2

28.4

27.2

16.0

10.5

7.4

5.2

17.3

自殺を考えた時に
相談しなかった人は

71.4％

女性（回答者数＝139）

男性（回答者数＝86）

全体（回答者数＝227）

39.2

43.0
36.0

33.5

39.5

30.2

32.6

33.7

32.4

18.9
20.9

17.3

17.2
18.6

16.5

15.9
12.8

18.0

11.0
10.5
11.5

8.4

15.1

4.3

15.9
12.8

18.0
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取組の方向性

認識１　自殺は、その多くが追い込まれた末の死です

認識２　年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いています

認識３　社会情勢の変化に応じて取組を推進します

基本理念

基本認識

　自殺は、その多くが追い込まれた末の死であることから、追い詰められる前に早め早めの相
談につなぐ・つなげられるように取組を強化していく必要があること、また、必要な支援は社会
的背景によりそれぞれ異なるため、それぞれの立場で必要な支援を届けることで、生きることの
阻害要因を減らし、生きることの包括的な支援を総合的に推進します。

基本方針

市民一人ひとりが自殺への理解を深め、
共に支え合い健康で生きがいを持って暮らすことができる
地域社会の実現を目指します

市民一人ひとりが自殺への理解を深め、
共に支え合い健康で生きがいを持って暮らすことができる
地域社会の実現を目指します

方針1　 支援を必要としている人に必要な支援を届けます

　市民や地域、学校、関係機関・団体と行政が一丸となって自殺対策に取り組んできたこともあり、
市民の自殺に対する正しい理解や自殺対策の必要性などは、ある程度浸透してきていると推察
されます。
　しかしながら、アンケート結果によると、困っている人へ声をかけようと思うものの、「どう声
をかけてよいかわからない」「勇気がない」などの声も多く、こういった方々が自信をもって声
をかけられるための研修などが必要ではないかと示唆されています。
　これまで取り組んできた結果を確固たるものにするためにも、引き続き効果的な啓発・人材育
成を推進します。

方針２　 市民の実践につながる更なる普及啓発 ・ 人材育成を推進します

　自殺は、誰にでも起こり得る危機であり、自殺に追い込まれようとしている人が安心して生き
られるようにするためには、精神保健的な視点だけではなく、社会・経済的な視点を含む包括
的な取組が重要です。
　また、自殺対策は、段階ごと（事前対応、自殺発生の危機対応及び事後対応）のほかにも
地域レベル、社会制度のレベルといった視点で総合的に取り組む必要があり、そのためには、様々
な分野の人々や組織、施策の更なる連携・協働が必要不可欠です。連携・協働を強化し、啓発・
相談体制などを総合的に構築することで、誰一人取り残さない社会の実現に向けて取り組みます。

方針３　 様々な分野の人や組織、 施策と連携 ・ 協働して推進します



９

　本行動計画においては、令和10 年までに自殺死亡率を平成27 年と比べて30％以上減
少させることを目標とします。

数値目標

（１）目標値

　目標値の達成状況及び行動計画の着実な推進を評価するため、基本方針ごとに評価指標
を設定します。

（２）評価指標

自殺死亡率

評価項目 基準値 目標値 備　考

16.9

（平成27年）

11.8以下

（令和10年）

平成27年の自殺者数は122

人であり、自殺死亡率を人数

に換算すると、令和10年にお

おむね85人以下

方針１

基本方針 指　標 基準値 目標値

101,012件

（令和４年度）

115,000件

（令和10年度）

支援を必要としている

人に必要な支援を届け

ます

自殺対策特設サイト

「リブちゃんネル」の

年間閲覧件数

方針２

8,725人

（令和４年度）

12,000人

（令和10年度）

市民の実践につながる

更なる普及啓発・人材

育成を推進します

市が実施したゲート

キーパー養成者数

（累計）

方針３

57.1％

（令和４年度）

60.5％

（令和10年度）

様々な分野の人や組

織、施策と連携・協働し

て推進します

精神疾患や心の健康に

関して市に相談の窓口

があることを知ってい

る市民の割合
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重点取組項目

　自殺はその多くが個人の意思や選択によるものではなく、様々な要因が複雑に絡み合っ
て深刻化した結果による追い込まれた死であることから、自殺の要因となり得る経済・生活
問題、健康問題、家庭問題のほか、孤独・孤立、ひきこもり、性的マイノリティ等の関連
分野も含めて幅広く重点取組項目を設定し、自殺を考える人を１人でも多く救うことができ
るよう、市民一人ひとりが主役となり、相模原市自殺対策協議会を中心とした関係機関・
団体がそれぞれの立場から総合的な自殺対策を推進していきます。

本市の自殺総合対策の体系図

基本理念基本理念基本理念

基本認識基本認識基本認識

基本方針基本方針基本方針

重点取組

項目

重点取組

項目

重点取組

項目

市民一人ひとりが自殺への理解を深め、共に支え合い健康で生きがいを

持って暮らすことができる地域社会の実現を目指します

認識１　自殺は、その多くが追い込まれた末の死です

認識２　年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いています

認識３　社会情勢の変化に応じて取組を推進します

方針1　支援を必要としている人に必要な支援を届けます

方針２　市民の実践につながる更なる普及啓発・人材育成を推進します

方針３　様々な分野の人や組織、施策と連携・協働して推進します

施策１ 自殺の実態及び自殺を取り巻く

諸課題に関する調査・研究

施策２ 自殺に関する市民一人ひとりの

気づきと見守りの促進

施策３ 自殺対策に関する早期対応の中

心的役割を果たす人材の確保及

び育成

施策４ 心の健康づくりのための相談体

制の整備・充実

施策５ 適切な精神科医療が受けられる

体制の充実

施策６ 自殺防止のための社会的取組の

強化

施策７ 自殺未遂者の再度の自殺企図を

防ぐ取組の強化

施策８ 自死遺族等関係者に対する支援

施策９ 自殺対策に関する活動を行う民

間団体の育成及び連携の強化

施策10 自殺対策に関する若い世代をは

じめとする市民参画の増進

施策11 自殺対策に関する近隣自治体と

の広域的な連携の強化

市条例で掲げる

11の推進施策に

沿って整理
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自殺の実態及び自殺を取り巻く諸課題に関する調査・研究

・地域における自殺の実態を分析し、調査･研究の結果を共有し、自殺総合対策に
いかします。

１施策

２施策

３施策

４施策

５施策

６施策

自殺に関する市民一人ひとりの気づきと見守りの促進

・自殺予防週間と自殺対策強化月間を中心とした普及啓発を実施します。
・自殺に関する正しい知識の普及や互いを認め合う意識の醸成を図ります。
・心の不調を抱える人に気づき、寄り添い、見守る意識の醸成を図ります。

自殺対策に関する早期対応の中心的役割を果たす人材の確保及び育成

・様々な分野でゲートキーパーの養成や研修・普及啓発を引き続き推進します。
・学校と連携し、教職員等に対する研修、普及啓発を行います。
・支援者等の資質の向上や心のケアを推進します。

心の健康づくりのための相談体制の整備・充実

・職場におけるメンタルヘルス対策を推進します。
・職場における長時間労働の是正及びハラスメント防止対策を推進します。
・地域や学校における心の健康づくりのための相談体制の整備・充実を図ります。
・大規模災害等における被災者の心のケア等の推進を図ります。

適切な精神科医療が受けられる体制の充実

・精神科救急医療体制の充実を図ります。
・精神疾患の早期発見・早期受診を推進します。
・地域の医療、保健、福祉等の施策の連携を進めるため、関係機関等による情報共有、
連携等の強化を図ります。
・精神科病院の退院後に適切な医療・福祉サービスが受けられるよう、支援体制の
整備と連携を進めます。

自殺防止のための社会的取組の強化

・地域における各種相談体制の充実を図ります。
・ ＩＣＴを活用した相談事業や情報発信を推進します。
・生活困窮者の方へ必要な支援を届けます。
・失業者の方へ必要な支援を届けます。
・多重債務者の方へ必要な支援を届けます。
・法的問題を抱えた方へ必要な支援を届けます。
・介護者の方へ必要な支援を届けます。
・女性の自殺対策を更に推進します。
・ひとり親家庭に対する支援の充実を図ります。
・児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実を図ります。
・孤立を防ぐ居場所づくりを推進します。
・危険な場所に対する環境整備の充実を促進します。
・ひきこもり支援や依存症対策との連携により相談支援体制の充実を図ります。
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７施策 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組の強化

・自殺未遂者支援の充実とその人材育成を図ります。
・救急医療機関における自殺未遂者等の支援を進めます。

８施策 自死遺族等関係者に対する支援

・遺族の自助グループ等の運営に対する支援を行います。
・遺族等の総合的な支援ニーズに対する情報提供の推進等を行います。
・遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上を進めます。

９施策 自殺対策に関する活動を行う民間団体の育成及び連携の強化

・民間団体の育成や人材育成に対する支援と地域での連携の強化を図ります。
・民間団体の相談事業に対する支援を進めます。

10施策 自殺対策に関する若い世代をはじめとする市民参画の増進

・若い世代を対象とした自殺対策の啓発活動やメンタルヘルス対策を推進します。
・学校における自殺予防教育を推進します。
・ＳＯＳの出し方に関する教育等を推進します。
・学生・生徒への支援充実を図ります。
・子ども・若者の自殺対策を推進するための体制整備を図ります。
・各種団体等との連携による啓発活動を実施します。

11施策 自殺対策に関する近隣自治体との広域的な連携の強化

・近隣自治体との連携を強化します。
・近隣自治体との連携による啓発活動を推進します。

「第３次相模原市自殺総合対策の推進のための行動計画」

概要版
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